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1. 研究背景 
 1990 年に 19.1%であったエチオピアの初等教育純就学率は、
2018 年には86.3%にまで劇的に改善した。⼀⽅で、義務教育であ
る初等教育８年間を修了するのは現在でも53.5%にとどまってお
り、世界全体の初等教育修了率90.3%はもちろん、サハラ以南ア
フリカの68.7%と⽐較しても低い（World Bank Data Bank）。初
等教育修了率の低さは現在まで残された課題の⼀つである。この
ような状況を鑑み、エチオピア教育省も最新の教育ロードマップ
の中で、中退率の改善および中退経験者や成⼈⾮識字者向けの代
替教育の拡充が教育分野における重点課題であると⾔及している
（MoE ESC, 2018）。 
  しかし、ある程度蓄積がある中退要因に関する研究等に⽐べ、
中退後の⽣活や復学経緯、中退後の教育機会に関する研究は少な
いのが現状である。そこで、本研究はエチオピアにおける中退後
の教育機会に着⽬し、中退者にとって有効に機能する教育とはど
のようなものかを⼤きなテーマとしている。 
 
2. 研究⽬的 
 中退後に再度教育機会を得るには、⼤きく２通りの⽅法がある
と考えられる。１つ⽬は初等教育機関に復学する⽅法、２つ⽬は
代替教育機関に就学する⽅法である。 
１つ⽬の⽅法に関して、エチオピアの公⽴初等教育機関では中

退後も年齢や⾮就学期間にかかわらず復学を認める制度があるが
（MoE, 2011）、実際に制度を活⽤して復学を果たしているのは中
退者のうち２割程度にすぎない（JICA, 2012）。また、既存研究か
らは復学者と⾮復学者の相違点については明らかになっていない。 
２つ⽬の⽅法に関しては、教育省が実施している Integrated 

Functional Adult Education (IFAE)という 2 年間の成⼈識字教育
プログラム（MoE, 2017）および、UNICEF が実施している
Alternative Basic Education (ABE)という遠隔地の初等教育未就
学者を対象としたプログラム（UNICEF, 2017）が知られているが、
エチオピアの代替教育プログラムについて体系的にまとめた⽂献
資料は⾒当たらない。 

また、本研究を進める中で、中退者のニーズに最も適合してい
ると考えられた代替教育機会は夜間学校であったが、出席状況や

修了試験合格率に課題があることが⼀次調査により確認された。
既存研究では、成⼈教育における⽋席理由は就業との両⽴が困難
であるためと説明されてきたが（Pankhurst, 2015; 齋藤, 2005）、
就業以外の要因から出席状況を分析した研究は⾒られない。 
そこで本研究では以下の３つを研究⽬的とする。 

1. 復学者と⾮復学者の違いを明らかにすること。 
2. エチオピアで実施されている代替教育の分析を⾏うこと。 
3. 夜間学校における低い出席率と修了試験合格率に影響を与え
る要因を就業状況以外から明らかにすること。 
 
3. ⼀次調査 
 ⼀次調査では⽂献調査からは⼗分な情報が得られなかった、復
学者と⾮復学者の違いやエチオピアで実施されている代替教育に
ついて明らかにすることを⽬的に、⾸都アディスアベバとオロミ
ア州で、復学者、⾮復学者、代替教育機関⽣徒を対象とした半構
造化インタビューおよび公⽴初等教育機関と代替教育機関の視察
とデータ収集を⾏った。 
 インタビュー調査から、復学者は病気や転居など⼀時的な理由
で中退した者が 6割を超え、経済的困難を理由に中退した者は 3
割にとどまっている⼀⽅、⾮復学者は経済的困難を理由に中退し
た者が9割を超えていることが明らかになった。また、復学者の
9 割が復学にあたり家族または親族の⽀援を得られたと答えてい
るのに対し、⾮復学者で⽀援を得られた者はいなかった。さらに、
⾮復学者の9割が復学を希望している状況も確認され、中退者が
家族や親族からの⽀援を期待できない場合にも就学希望を実現で
きるよう、何らかの代替教育が必要であることが確認された。 
 ⽂献調査および⼀次調査で実施が確認された代替教育は、以下
の表に⽰した 5 つである。Alternative Basic Education (ABE)と
NGO 運営校、スピードスクールは、地域または年齢によって対
象者が限定されており、希望者が誰でも就学することはできない。
Integrated Functional Adult Education (IFAE)は識字に焦点化した
プログラムであり正規教育との同等⽣が認められていない。した
がって、中退経験者が年齢の上限なく⾃⾝の意思で就学すること
ができ、かつ正規教育修了と同等の修了資格が得られる代替教育
機会は、夜間学校のみであることが明らかになった。 



 しかし、夜間学校の視察からは、50%程度の低い出席率および
10~20%程度の低い初等教育修了試験合格率から、現時点では中
退者の教育機会として有効に機能しているとは⾔い難い状況にあ
ることも明らかになった。これを⼆次調査の問題の所在とした。 
 

表 エチオピアの代替教育 

代替教育 対象者 年
齢 内容 時間 

同
等
性 

実施者 

IFAE 成⼈⾮識字者 15
- 

識字•計算 
⽣活知識 - × 政府 

夜間学校 初等教育 
未修了者 

15
- 

初等教育と
同様 17:00- ◯ 政府 

ABE G1~4未修了者
（僻地） 

7-
14 

初等教育と
同様 昼間 ◯ UNICEF 

スピード
スクール G1~3未修了者 9-

14 
G1~3内容
1 年で履修 昼間 ◯ コンサル 

NGO 
運営校 

孤児など 
就学困難な者 - 初等教育と

同様 昼間 ◯ NGO 

 
4. ⼆次調査の⽅法 
 ⼆次調査では、夜間学校における低い出席率と初等教育修了試
験合格率に影響する要因を就業状況以外から明らかにすることを
⽬的に、アディスアベバの夜間学校において、学校保有データの
収集と⽣徒を対象とした質問紙調査を⾏った。 
質問紙調査は第1 学年⽣徒9名、第4 学年⽣徒52名、第8 学

年⽣徒 84名の計 145名を対象に実施した。質問紙は英語とエチ
オピアの公⽤語であるアムハラ語を併記し、回答⽅法は選択式と
した。内容は、就業状況や出⾝地、使⽤可能⾔語等を含む⽣徒個
⼈に関するもの、各教科の出席状況や理解度および満⾜度、学校
施設や教員に対する満⾜度や改善希望点などである。 
 
5. 結果と考察 
 既存研究では成⼈教育の⽋席理由は就業との両⽴困難であると
説明されてきたが（Pankhurst, 2015; 齋藤, 2005)、夜間学校での
調査においては職業と出席状況には有意な関係が認められなかっ
た。⼀⽅で、教科理解度、教科満⾜度、学校施設満⾜度、教員の
ケアの４つの要因と出席状況との関連が認められた。 
 さらに、教科理解度を規定する要因を分析すると、夜間学校⽣
徒の使⽤可能⾔語が教科理解度に影響を与えている状況が明らか
になった。初等教育4 年次までの教授⾔語であり公⽤語でもある
アムハラ語を使⽤可能⾔語に選択した⽣徒は46%にとどまり、夜
間学校はエチオピアの中でも特に他⺠族、多⾔語が⼊り乱れる状
況の下にあることが確認された。 
 教科満⾜度の改善に寄与すると考えられる教科ごとの改善希望
点については、難易度に関するものと、「宿題を出す」が最もが多
く選択された。また、学校施設満⾜度では、夜間学校⽣徒の4 ⼈
に1 ⼈が学校施設に関し何らかの不満を持っていることが明らか
になった。改善希望点ではトイレが最も多く選ばれ、⼥⼦⽣徒に
おいては改善希望点の約半数をトイレが占める結果となった。 

 教員のケアについては、「教員の質問への回答態度」「教員の⽣
徒への個⼈認識」「教員との会話頻度」の3 つと有意な関連がある
ことが確認された。 
 
6. 結論 
 調査結果に基づき、出席状況の改善と教科理解度の改善の両観
点から、より有効に機能する夜間学校に向けた提⾔を⾏った。 
第１に使⽤可能⾔語によって教科理解度に差が⽣じている結果

から、教授⾔語であるアムハラ語のフォローアップ機会を授業内
および授業前後に設けること。第２に授業予定と共に単元ごとな
どまとまった単位での宿題を課すことで、1 ⼈１冊教科書配布が
かなわない学習環境下での教科の体系的理解促進と理解度のばら
つき補正を⾏うこと。第３に追加設備としてトイレに電灯を設置
し夜間の安全を確保すること。第４に現在は⾏われていない出⽋
管理の実施と授業間の休憩時間の導⼊により、教員による⽣徒の
個⼈認識および質問への回答時間確保に役⽴てることである。 
  
7. 今後の課題 
  本研究の調査⽅法については、夜間学校の出席状況を問題の所
在として挙げながら、出席している⽣徒のみを対象として調査を
実施しており、⽋席している⽣徒の状況把握ができていないこと
が弱点である。 

また、本研究に残された問いとして、夜間学校における⼥⼦の
初等教育修了試験合格率が男⼦に⽐べ顕著に低い理由の解明があ
る。夜間学校における初等教育修了試験合格率はデータが得られ
た4 年間全てで男⼦の⽅が⼥⼦よりも⾼く、違いが⼤きい年度で
は 7 倍もの差になっている。しかし、⼆次調査からは出席状況、
教科理解度共に⼥⼦の⽅が良好であるとの結果が得られ、⼥⼦の
合格率の低さを説明する要因は発⾒できなかった。これは⼥⼦が
7 割以上を占める夜間学校において⼤変⼤きな問題であると考え
られるため、理由の解明を今後の課題としたい。 
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